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自民党選挙公約 自衛隊の明記など憲法改正案を国会に提

案し、国民投票を経て「初めての憲法改正をめざす」と 
 自民党が総選挙公約に盛り込む憲法改正に関する文案が 29日、明らかになりました。自民党憲

法改正推進本部が作成を進めている改憲 4項目について議論を深め、改憲をめざすと明記し、具体

的な改正案の文言や、実現の目標時期への言及は避けています。 

 公約案は、憲法改正についての「国民の幅広い理解」を得つつ、衆参両院の憲法審査会で議論を

深めて各党とも連携するとし、他党との合意形成を目指す方針を強調しています。その上で、①自

衛隊の明記、②緊急事態条項、③参院の合区の解消、④教育無償化や充実強化の４項目などについ

て、国会での十分な議論を踏まえて憲法改正案を国会に提案し、国民投票を経て「初めての憲法改

正をめざす」としています。丁寧な議論を進めるとして、改正案の提出時期や国会発議などの日程

については触れていません。 

日本維新の会も 9条改憲を掲げる! 

 日本維新の会は 30日、総選挙で掲げる公約を発表しました。公約は「新しい日本を拓く!2017

維新八策」と題し、消費増税の凍結、議員報酬と議員定数の 3割削減、大学・大学院までの教育無

償化を盛り込むとともに、「国際情勢の変化に対応し、国民の生命・財産を守るため」として憲法 9

条の改正を掲げています。 

 憲法改正の項目では、教育の無償化と道州制を含む統治機構改革、憲法裁判所の設置の 3点を記

載しています。昨年の参院選ではなかった 9条改正も盛り込んだが、具体的な改正内容の記載はあ

りませんでした。 

 安全保障では、集団的自衛権の行使を日本周辺の米軍防護に限定することや、日米地位協定の見

直しを掲げ、「ミサイル防衛体制を整備するためタブーなき議論が必要」と記載しています。 

憲法パンフレットと 3000万署名を持って、9条改憲の危険性を語ろう! 

 このように、改憲勢力は、総選挙の公約にかかげ、選挙で有利な状況になれば、いっきに 9条改

憲に突き進む構えです。何としても、この総選挙で改憲勢力を少数に追い込まなければなりません。

憲法パンフレットと 3000万署名を持って、周りの友人・知人、職場の仲間と 9条改憲の危険性を

訴えましょう。そのため、憲法会議は憲法パンフレットを増刷しました。文字を大きくしています。

ご活用ください。 

民進党の希望の党への合流は「重大な背信行為」 
先日開催した憲法会議の担当常任幹事会で、「民進党の希望の党への合流は、何としても市民と

野党、野党共闘をつぶしたいという大きな力が働き、それに対して前原代表は解党する方針しかな

かったのではないか」という話が出されました。前原代表の合流提案は 2年間の共闘の積み重ねを

否定するものであり、野党 4党間の合意を一方的にほごにし、市民連合との合意を一方的に裏切る
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もので、「重大な背信行為」です。 

市民連合は、民進党が実質的に解党し、希望の党に合流することを決めたという事態を受けて、

市民連合としての現状認識と今後の対応の仕方について見解を発しました。 

『民進党の事実上の解党と希望の党への「合流」方針についての見解』 

10月 22日の総選挙に向けて、民進党が実質的に解党し、希望の党に合流することを決めたとい

う事態を受けて、市民連合としての現状認識と今後の対応の仕方について見解を申し上げます。 

市民連合は立憲 4 党と市民の協力態勢を作るべく、9月 26日に選挙協力の必要性と 7項目の基

本政策を内容とする要望書を 4野党の幹事長・書記局長に提出し、基本的な合意を得ました。しか

し、民進党の前原誠司代表がその直後、希望の党の小池百合子代表と協議し、民進党所属の議員や

党員、サポーター、さらに民進党に期待してきた市民に説明なく、希望の党への合流を主導してし

まいました。 

この民進党の決定によって、これまで構築してき 

た市民と立憲野党の協力の枠組みが大きく損なわれ 

てしまったことは否めません。これまで一緒に努力 

してきた全国各地の市民の方々の無念の思いはどれ 

だけ大きいか、想像に余りあります。私たち自身、 

力不足をかみしめています。しかし私たちはこれで 

意気消沈しているわけにはいきません。市民連合が 

掲げてきた 7項目の基本政策の実現をめざして、可 

能な限りの努力をつづけます。 

立憲主義に反する安保法制を肯定する希望の党と市民連合が共闘することはありえません。しか

し、これまで立憲主義の擁護と安保法制の廃止を私たちとともに訴えてきた議員が数多く所属する

民進党から希望の党への合流については、今後まだまだ紆余曲折が予想されます。地域レベルで立

憲野党や立候補予定者と市民の協力体制が生きているところで市民結集により選挙を戦うなど、さ

まざまな可能性が残っています。そういう意味では、私たち市民が全国各地で声を上げ、それぞれ

に選挙や政治に関わりつづけることが、これまで以上に重要になっているとも言えるでしょう。 

当面、市民連合としては、立憲主義を守り 9条改悪を阻止するために個々人の判断で信頼に値す

る政党や立候補予定者を支援しつつ、急速に展開する政治情勢を注視し、市民と立憲野党・議員の

共闘を力強く再生させる可能性を模索しつづけたいと考えます。 

2017年 9月 29日 安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合 

安倍内閣の支持率再び下落、解散に国民納得せず!(世論調査) 

解散理由「納得しない」７０％ 朝日新聞世論調査 

朝日新聞社は 26、27日に全国緊急世論調査を実施しました。 

・消費増税分の使い道を変えることの「信を問う」という解散理由 

「納得しない」は 70％、「納得する」18％。無党派層では「納得しない」75％、「納得する」10％ 

 ・この時期に衆院を解散し、総選挙をすることには 

「賛成」21％、「反対」57％。無党派層では「賛成」11％、「反対」61％。 

 ・希望の党への期待 

「期待する」45％、「期待しない」39％。「期待する」は、 

 ・衆院選への関心度  

「大いに」「ある程度」を合わせた「関心がある」65％、 

「あまり」「まったく」を合わせた「関心はない」が 35％。 
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 ・安倍内閣の支持率は 36％（9月調査では 38％）、不支持率 39％（同 38％）。 

安倍内閣の支持率 7ポイント減 読売新聞世論調査 

 読売新聞の 9月 28、29日調査        （ ）内の数字は前回９月８～１０日の結果 

◆あなたは、安倍内閣を支持しますか。 

・支持する 43（50） ・支持しない 46（39） ・その他  1（2） 

・答えない 10（9） 

◆安倍首相が、今の時期に衆議院を解散したことを評価しますか。 

・評価する 22 ・評価しない 65 ・答えない 13 

◆安倍首相は、消費税率 10％への引き上げで増える税収につい 

て、国の借金返済に回す分を減らし、子育て支援や教育の無償化 

に充てる方針です。あなたの考えに最も近いものを１つ選んでく 

ださい。 

・首相の方針に賛成だ        27 ・増税分は国の借金返済に充てるべきだ 36 

・消費税率を引き上げるべきでない  33 ・その他 ０      ・答えない 5 

◆安倍首相は、憲法第９条について、戦争の放棄や戦力を持たないことなどを定めた今の条文は変

えずに、自衛隊の存在を明記する条文を追加したい考えです。この考えに、賛成ですか、反対です

か。 

・賛成 47 ・反対 41 ・答えない 12 

◆民進党は、衆議院選挙で候補者を立てず、公認候補の予定者を希望の党から立候補させる方針で

す。これを評価しますか。 

・評価する 24 ・評価しない 63 ・答えない 13 

各地のとりくみ 

石川  憲法会議等が「戦争法＝安保法制廃止をめざす怒りの昼デモ」 

 憲法会議、石川県労連などが主催する「戦争法＝安保法制廃止をめざす怒りの昼デモ」が 27日、

金沢市であり、60人が参加しました。 

 デモに先立つ四高公園前での集会では、県平和委員会の柴原和美事務局長が、北朝鮮の核実験・

ミサイル発射に抗議するとともに、「誤って重大な事故になりかねない。今こそ、米朝の対話を」「日

本政府も対話を推進する立場に」と訴えました。 

 県労連の長曽輝夫事務局長も「安倍首相は国民の声に押され解散・総選挙を表明したが、冒頭解

散は森友・加計隠しだ。国民の厳しい審判を下そう」と訴えました。 

高知 野党 4党の代表など 50人が参加し、安倍政権の打倒を訴える! 

 高知憲法アクションは 28日昼、高知県庁前で宣伝し、野党 4 党の代表はじめ約 50 人が参加し、

安倍政権の打倒を訴えました。 

 呼びかけ人の田口明光氏は「大義なき党利党略解散だ。希望の党は親自民党で未来は託せない。

急な解散や新党の結成にも市民と野党の共闘は崩れない」と表明しました。 

 日本共産党の松本けんじ高知 1区候補は「野党共闘を総選挙でも発展させ、憲法破壊の政治を作

らせない」と訴えました。民進党県連の武内則男代表代行は「総選挙で安倍政権を退陣のうねりを

つくろうとの憲法アクションと力を合わせ、総選挙をたたかう」と強調しました。社民党県連の久

保耕治郎代表は「野党の共同で政治を国民の手に取り戻す」と述べ、新社会党県本部の小田米八委

員長は「野党共闘のたたかいで野党の議席をかちとろう」と呼びかけました。 

 

 


